
第１９号議案

新城市営バスの設置及び管理に関する条例の一部改正

新城市営バスの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市営バスの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

新城市営バスの設置及び管理に関する条例（平成１７年新城市条例第２９号）の一

部を次のように改正する。

第２条中「事業」の次に「（以下「運送事業」という。）」を加える。

第６条を削る。

第５条の見出しを「（路線定期運行）」に改め、同条中「市営バス」を「路線定期運

行」に改め、同条の表つくであしがる線の項を削り、同条に次の１項を加える。

２ 路線定期運行の運行回数及び運行時刻は、市長が別に定める。

第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。

（運行方法）

第５条 市営バスによる運送事業は、路線定期運行又は区域運行（道路運送法施行規

則（昭和２６年運輸省令第７５号）第３条の３第３号に規定する区域運行をいう。

以下同じ。）により行う。

第７条を次のように改める。

（区域運行）

第７条 区域運行の路線名及び運行区域は、次のとおりとする。

２ 区域運行の運行時間は、市長が別に定める。

第１９条を第２０条とし、第１８条を第１９条とする。

第１７条中「又は」を「若しくは」に、「若しくは」を「又は」に改め、同条を第

１８条とする。

第１６条第２項中「の場合は、」を「に規定する」に、「下車」を「降車」に改め、

路線名 運行区域

つくであしがる線 作手地区の区域



同条第３項中「の確保のため一時的」を「を確保するため一時的な」に、「に任じない」

を「を負わない」に改め、同条を第１７条とする。

第１５条第２号中「市営バス」の次に「の」を加え、同条を第１６条とする。

第１４条本文を次のように改める。

納付された運賃は、還付しない。

第１４条を第１５条とし、第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３条とする。

第１１条第１項第７号中「認めた」を「認める」に改め、同条を第１２条とする。

第１０条を第１１条とする。

第９条第１項中「若しくは」を「又は」に、「運送」を「、運送」に改め、同条を第

１０条とする。

第８条中「運行時刻」の次に「若しくは運行時間」を加え、「を中止すること」を「の

中止をすること」に改め、同条を第９条とし、同条の前に次の１条を加える。

（運行制限）

第８条 市長は、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日その他市長が運行の必要がないと認める日においては、運行しない

ことができる。

別表中「第１０条関係」を「第１１条関係」に改め、同表定期乗車券運賃（つくで

あしがる線を除く。）の項中「つくであしがる線」を「区域運行」に改める。

附 則

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、作手地区において市営バスの区域運行を行う等のため必要

があるからである。



第２０号議案

新城市行政財産使用料条例の一部改正

新城市行政財産使用料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市行政財産使用料条例の一部を改正する条例

新城市行政財産使用料条例（平成１７年新城市条例第９３号）の一部を次のように

改正する。

第３条第１項第１号ただし書及び第２号中「１００分の１０８」を「１００分の

１１０」に改める。

別表学童農園山びこの丘使用料の項中「８９，４２０円」を「９１，０８０円」に、

「１８，５７０円」を「１８，９２０円」に改め、同表三石使用料の項中「

９９，３６０円」を「１０１，２００円」に改め、同表鳳来ゆ～ゆ～ありいな使用料

の項中「５４，０００円」を「５５，０００円」に改め、同表サイクリングターミナ

ル使用料の項中「６４，８００円」を「６６，０００円」に改め、同表板敷使用料の

項中「１０２，３４０円」を「１０４，２３０円」に、「４，２１０円」を「

４，２９０円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の新城市行政財産使用料条例の規定は、この条例の施行の日以後に使用の

許可を受けた行政財産に係る使用料について適用し、同日前に使用の許可を受けた

行政財産に係る使用料については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、行政財産使用

料の額を改定するため必要があるからである。



第２１号議案

新城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定

新城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を次のように定めるもの

とする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

目次

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 フルタイム会計年度任用職員の給与（第４条―第１８条）

第３章 パートタイム会計年度任用職員の給与（第１９条―第２８条）

第４章 パートタイム会計年度任用職員の費用弁償（第２９条・第３０条）

第５章 雑則（第３１条―第３３条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」とい

う。）第２４条第５項並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の

２第５項及び第２０４条第３項の規定に基づき、法第２２条の２第１項に規定する

会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の給与及び費用弁償に関

し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

⑴ フルタイム会計年度任用職員 法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員をい

う。

⑵ パートタイム会計年度任用職員 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を

いう。

（会計年度任用職員の給与）



第３条 この条例において「給与」とは、フルタイム会計年度任用職員にあっては給

料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当、宿日直手当、期末手当、特殊勤務手当及び退職手当をいい、パートタイ

ム会計年度任用職員にあっては報酬及び期末手当をいう。

２ 給与は、他の条例に規定する場合を除くほか、現金で支払わなければならない。

ただし、会計年度任用職員の申出により、口座振替の方法により支払うことができ

る。

３ 公務について生じた実費の弁償は、給与には含まれない。

第２章 フルタイム会計年度任用職員の給与

（給料）

第４条 フルタイム会計年度任用職員の給料については、新城市職員の給与に関する

条例（平成１７年新城市条例第５６号。以下「給与条例」という。）第４条第１項

の規定を準用する。

（職務の級）

第５条 フルタイム会計年度任用職員の職務は、その職種ごとに、その複雑、困難及

び責任の度に基づき、これを前条において準用する給与条例第４条第１項に規定す

る行政職給料表及び医療職給料表（以下「給料表」という。）に定める職務の級に

分類するものとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、別表に定める等級別

基準職務表によるものとする。

（号給）

第６条 新たに給料表の適用を受けるフルタイム会計年度任用職員となった者の号給

は、規則で定める基準に従い任命権者が決定する。

（給料の支給）

第７条 給与条例第９条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用する。

この場合において、同条第５項中「勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条

の規定に基づく週休日」とあるのは、「当該フルタイム会計年度任用職員について

定められた週休日」と読み替えるものとする。

（初任給調整手当等の準用）

第８条 給与条例第１１条、第１３条の２及び第１５条の規定は、フルタイム会計年

度任用職員について準用する。



（時間外勤務手当）

第９条 給与条例第１６条第１項、第２項、第４項本文及び第５項の規定は、フルタ

イム会計年度任用職員について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。

（休日勤務手当）

第１０条 給与条例第１７条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用す

る。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第１６条第１項 正規の勤務時間以外の時間に

勤務することを命ぜられた職

員

当該フルタイム会計年度任

用職員について定められた

勤務時間（以下この条にお

いて「正規の勤務時間」と

いう。）以外の時間に勤務

することを命ぜられたフル

タイム会計年度任用職員

第１６条第４項本

文

勤務時間条例第５条の規定に

より、あらかじめ勤務時間条

例第３条第２項又は第４条第

１項の規定により割り振られ

た１週間（この項において、

１週間は土曜日を起点とする

最初の金曜日までの７日間を

いう。）の正規の勤務時間

当該フルタイム会計年度任

用職員についてあらかじめ

割り振られた１週間の正規

の勤務時間

第１６条第５項第

１号

週休日 当該フルタイム会計年度任

用職員について割り振られ

た週休日

第１７条第１項 勤務時間条例第９条に規定す

る祝日法による休日

新城市職員の勤務時間、休

暇等に関する条例（平成



（夜間勤務手当）

第１１条 給与条例第１８条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用す

る。この場合において、同条第１項中「正規の勤務時間」とあるのは、「当該フル

タイム会計年度任用職員について定められた勤務時間」と読み替えるものとする。

（宿日直手当）

第１２条 給与条例第１９条第１項から第３項までの規定は、フルタイム会計年度任

用職員について準用する。

２ 前項において準用する給与条例第１９条第１項の勤務は、第９条において準用す

る給与条例第１６条第１項、第１０条において準用する給与条例第１７条第１項及

び前条において準用する給与条例第１７条第１項の勤務には含まれないものとす

る。

（給与の端数計算）

１７年新城市条例第４４号

。以下この条において「勤

務時間条例」という。）第

９条に規定する祝日法によ

る休日

勤務時間条例第１０条第１項

の規定により代休日

代休日

勤務時間条例第３条第１項又

は第４条の規定に基づき毎日

曜日

毎日曜日

勤務時間条例第４条及び第５

条の規定に基づく週休日

当該フルタイム会計年度任

用職員について割り振られ

た週休日

、正規の勤務時間 、当該フルタイム会計年度

任用職員について定められ

た勤務時間（以下この項に

おいて「正規の勤務時間」

という。）



第１３条 第１７条に規定する勤務１時間当たりの給与額並びに第９条において準用

する給与条例第１６条、第１０条において準用する給与条例第１７条及び第１１条

において準用する給与条例第１８条の規定により勤務１時間につき支給する時間外

勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当の額を算定する場合において、当該額

に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数

を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。

（期末手当）

第１４条 給与条例第２０条（第３項を除く。）から第２０条の３までの規定は、任

期が６か月以上のフルタイム会計年度任用職員について準用する。

２ 任期が６か月に満たないフルタイム会計年度任用職員の１会計年度内における会

計年度任用職員としての任期の合計が６か月以上に至ったとき（任命権者（法第６

条第１項に規定する任命権者をいう。）を同じくする場合に限る。次項並びに第

２４条第２項及び第３項において同じ。）は、当該フルタイム会計年度任用職員は

当該会計年度において、前項の任期が６か月以上のフルタイム会計年度任用職員と

みなす。

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度任用職

員として任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として任用された者

の任期（６か月未満のものに限る。）と前会計年度における任期（前会計年度の末

日を含む期間の任用に係るものに限る。）との合計が６か月以上に至ったときは、

第１項の任期が６か月以上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。

（特殊勤務手当）

第１５条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範

囲及び額並びにその支給方法は、新城市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成

１７年新城市条例第５７号。以下「特殊勤務手当条例」という。）の定めるところ

による。

（退職手当）

第１６条 フルタイム会計年度任用職員の退職手当の額及びその支給方法は、新城市

職員の退職手当に関する条例（平成１７年新城市条例第５８号）の定めるところに

よる。

（勤務１時間当たりの給与額）

、



第１７条 第９条において準用する給与条例第１６条、第１０条において準用する給

与条例第１７条及び第１１条において準用する給与条例第１８条に規定する勤務１

時間当たりの給与額は、給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に

１２を乗じ、その額を当該フルタイム会計年度任用職員について定められた１週間

当たりの勤務時間に５２を乗じたものから規則で定める時間を減じたもので除して

得た額とする。

２ 次条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料の月額及びこれに対する地域

手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額をフルタイム会計年度任用職員について

定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額とする。

（給与の減額）

第１８条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しないとき

は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）による休日（以下「祝

日法による休日」という。）（代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務

時間の全部を勤務したフルタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる

代休日）又は１２月２９日から翌年の１月３日までの日（祝日法による休日を除く

以下「年末年始の休日」という。）（代休日を指定されて、当該休日に割り振られ

た勤務時間の全部を勤務したフルタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に

代わる代休日）である場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を

除き、その勤務しない１時間につき、前条第２項に規定する勤務１時間当たりの給

与額を減額する。

第３章 パートタイム会計年度任用職員の給与

（パートタイム会計年度任用職員の報酬）

第１９条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月

額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの勤務

時間を新城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年新城市条例第４４

号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額。以

下この条において同じ。）とする。

２ 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月額を

２１で除して得た額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１

。



日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗じて得た額とする。

３ 時間額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月額を

１６２．７５で除して得た額とする。

４ 前３項の「基準月額」とは、これらの規定に規定するパートタイム会計年度任用

職員の１週間当たりの通常の勤務時間が勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務

時間と同一であるとした場合に、その者の職務の内容及び責任、職務遂行上必要と

なる知識、技術及び職務経験等に照らして第４条から第６条までの規定を適用して

得た額とする。

（時間外勤務に係る報酬）

第２０条 当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下

「正規の勤務時間」という。）以外の時間に勤務することを命ぜられたパートタイ

ム会計年度任用職員に対して、その正規の勤務時間以外の時間に勤務した全時間に

ついて、報酬を支給する。

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第２７条第１項に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間以外の時間にした次に掲げる勤務の区分に

応じてそれぞれ１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規則で定め

る割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、その割

合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額とする。ただし、パートタイ

ム会計年度任用職員が第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間以外の時間にしたもの

のうち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７

時間４５分に達するまでの間の勤務にあっては、同項に規定する勤務１時間当たり

の報酬額に１００分の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間

である場合は、１００分の１２５）を乗じて得た額とする。

⑴ 正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支

給されることとなる日を除く。）における勤務

⑵ 前号に掲げる勤務以外の勤務

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替により、あらかじめ割り振られた１週

間の正規の勤務時間（以下この項において「割振り変更前の正規の勤務時間」とい

う。）を超えて勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、割

振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間（次条の規定により休日勤務



に係る報酬が支給されることとなる時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、

第２７条第１項に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の２５から１００

分の５０までの範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を報酬として支給する。

ただし、パートタイム会計年度任用職員が割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

した勤務のうち、その勤務の時間と割振り変更前の正規の勤務時間との合計が３８

時間４５分に達するまでの間の勤務については、この限りでない。

４ 次に掲げる時間の合計が１か月について６０時間を超えたパートタイム会計年度

任用職員には、その６０時間を超えて勤務した全時間に対して、前３項の規定にか

かわらず、勤務１時間につき、第２７条第１項に規定する勤務１時間当たりの報酬

額に、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定める割合を乗じて得た額を時

間外勤務に係る報酬として支給する。

⑴ 第１項の勤務の時間 １００分の１５０（その時間が午後１０時から翌日の午

前５時までの間である場合は、１００分の１７５）

⑵ 前項の勤務（同項ただし書の勤務を除く。）の時間（次条の規定により休日勤

務に係る報酬が支給されることとなる時間を除く。） １００分の５０

（休日勤務に係る報酬）

第２１条 祝日法による休日（代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時

間の全部を勤務したパートタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる

代休日。以下この章において「祝日法による休日等」という。）及び年末年始の休

日（代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務したパー

トタイム会計年度任職員にあっては、当該休日に代わる代休日。以下この章におい

て「年末年始の休日等」という。）において、正規の勤務時間中に勤務することを

命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その正規の勤務時間中に勤務した

全時間に対して、報酬を支給する。

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第２７条第１項に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規

則で定める割合を乗じて得た額とする。

３ 第１項の規定にかかわらず、休日に勤務することを命ぜられた勤務時間に相当す

る時間を、他の日に勤務させないこととされたパートタイム会計年度任用職員の、

その休日の勤務に対しては、同項に規定する報酬を支給しない。



（夜間勤務に係る報酬）

第２２条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務す

ることを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その間に勤務した全時間

に対して、報酬を支給する。

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき第２７条第１項に規定する勤務１

時間当たりの報酬額に１００分の１２５を乗じて得た額とする。

（報酬の端数計算）

第２３条 第２７条に規定する勤務１時間当たりの報酬額及び前３条の規定により勤

務１時間につき支給する報酬の額を算定する場合において、当該額に、５０銭未満

の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときは

これを１円に切り上げるものとする。

（期末手当）

第２４条 給与条例第２０条（第３項を除く。）から第２０条の３までの規定は、任

期が６か月以上のパートタイム会計年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が著し

く短い者等として規則で定める者を除く。以下この条において同じ。）について準

用する。この場合において、給与条例第２０条第４項中「それぞれその基準日現在

（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において

職員が受けるべき給料の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の

月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基準日（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日）以前６か月以内のパートタイム会計年度任用

職員としての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を考慮

して規則で定める額を除く。）の１か月当たりの平均額」と読み替えるものとする

２ 任期が６か月に満たないパートタイム会計年度任用職員の１会計年度内における

会計年度任用職員としての任期の合計が６か月以上に至ったときは、当該パートタ

イム会計年度任用職員は、当該会計年度において、前項の任期が６か月以上のパー

トタイム会計年度任用職員とみなす。

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度任用職

員として任用され、同日の翌日にパートタイム会計年度任用職員として任用された

者の任期（６か月未満のものに限る。）と前会計年度における任期（前会計年度の

末日を含む期間の任用に係るものに限る。）との合計が６か月以上に至ったときは、

。



第１項の任期が６か月以上のパートタイム会計年度任用職員とみなす。

４ 前３項の規定にかかわらず、第３２条の規定により報酬の支給を受ける会計年度

任用職員（市長が別に定める者を除く。）については、期末手当を支給しないもの

とする。

（特殊勤務に係る報酬）

第２５条 特殊勤務手当条例第２条に規定する業務に従事することを命ぜられたパー

トタイム会計年度任用職員には、特殊勤務手当条例の例により計算して得た額の報

酬を支給する。

（報酬の支給）

第２６条 報酬は、月の１日から末日までを計算期間とし、規則で定める期日に支給

する。

２ 日額又は時間額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対して

は、その者の勤務日数又は勤務時間に応じて報酬を支給する。

３ 月額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対しては、当該パ

ートタイム会計年度任用職員となった日から退職した日までの報酬を支給する。た

だし、死亡により退職した場合は、その月の末日までの報酬を支給する。

４ 前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の１日から支給するとき以外

のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬額は、その月の現

日数から当該パートタイム会計年度任用職員について定められた週休日の日数を差

し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。

（勤務１時間当たりの報酬額）

第２７条 第２０条から第２２条までに規定する勤務１時間当たりの報酬額は、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。

⑴ 月額による報酬 第１９条第１項の規定により計算して得た額に１２を乗じて

得た額を当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの

勤務時間に５２を乗じたものから規則で定める時間を減じたもので除して得た額

⑵ 日額による報酬 第１９条第２項の規定により計算して得た額を当該パートタ

イム会計年度任用職員について定められた１日当たりの勤務時間で除して得た額

⑶ 時間額による報酬 第１９条第３項の規定により計算して得た額

２ 次条に規定する勤務１時間当たりの報酬額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当



該各号に定める額とする。

⑴ 月額による報酬 第１９条第１項の規定により計算して得た額に１２を乗じて

得た額を当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの

勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額

⑵ 日額による報酬 前項第２号の規定により計算して得た額

⑶ 時間額による報酬 前項第３号の規定により計算して得た額

（報酬の減額）

第２８条 月額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規の

勤務時間中に勤務しないときは、祝日法による休日等又は年末年始の休日等である

場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を除き、その勤務しない

１時間につき、前条第２項第１号に規定する勤務１時間当たりの報酬額を減額す

る。

２ 日額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規の勤務時

間中に勤務しないときは、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を除

き、その勤務しない１時間につき、前条第２項第２号に規定する勤務１時間当たり

の報酬額を減額する。

第４章 パートタイム会計年度任用職員の費用弁償

（通勤に係る費用弁償）

第２９条 パートタイム会計年度任用職員が給与条例第１５条第１項に定める通勤手

当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給する。

２ 通勤に係る費用弁償の額は、規則で定める。

（公務のための旅行に係る費用弁償）

第３０条 パートタイム会計年度任用職員が公務のための旅行に係る費用を負担する

ときは、その旅行に係る費用弁償を支給する。

２ 旅行に係る費用弁償の額は、新城市職員の旅費に関する条例（平成１７年新城市

条例第５３号）の規定の適用を受ける職員の例による。

第５章 雑則

（給与からの控除）

第３１条 給与条例第８条の２の規定は、会計年度任用職員について準用する。

（市長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与）



第３２条 この条例の規定にかかわらず、職務の特殊性等を考慮し市長が特に必要と

認める会計年度任用職員の給与については、常勤の職員との権衡及びその職務の特

殊性等を考慮し、任命権者が別に定める。

（委任）

第３３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（会計年度任用技能労務職員の給与）

２ 職員のうち、法第５７条に規定する単純な労務に雇用される職員に該当をする者

の給与の種類及び基準については、当分の間、この条例の各相当規定の例による。

（経過措置）

３ 第４条から第６条までの規定により決定した給料の額又は第１９条の規定により

決定した報酬の額が、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第２章第２節の規

定により定められた愛知県の地域別最低賃金時間額に達しないこととなる者につい

ては、当該給料の額又は報酬の額のほか、その差額に相当する額を給料又は報酬と

して支給する。

４ 当分の間、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前までに非常勤職員

として任用をし、かつ、施行日において会計年度任用職員として任用をした者（同

一の職務を引き続き従事する者と市長が認めるものに限る。）の給料又は報酬の額

が、施行日前の報酬又は賃金の額に達しないこととなるものについては、当該報酬

の額のほか、その差額に相当する額を報酬として支給することができる。

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間における期末手当に関する特

例）

５ 令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間における第１４条第１項及び

第２４条第１項において準用する給与条例第２０条第２項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１３０」とあるのは「１００分の７２．５」とする。ただ

し、市長が別に定める職員については、この限りでない。

別表（第５条関係）

行政職給料表



医療職給料表

理 由

この案を提出するのは、会計年度任用職員制度の導入に当たり、会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する事項を定めるため必要があるからである。

等級 基準となる職務

１級 相当の知識、経験等を要する職務

２級 高度の知識又は経験を必要とする職務

等級 基準となる職務

１級 相当の知識、技術、経験等を要する職務

２級 高度の知識、技術、経験等を要する職務



第２２号議案

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例の制定

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように定め

るものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例

（新城市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

第１条 新城市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年新城市条例

第３４号）の一部を次のように改正する。

第３条中「占める職員」の次に「及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げる職

員」を加える。

（新城市職員定数条例の一部改正）

第２条 新城市職員定数条例（平成１７年新城市条例第３５号）の一部を次のように

改正する。

第１条中「臨時」を「臨時の職員（臨時の職に関する場合において臨時的に任用

される職員に限る。）」に改める。

（新城市公益的法人等への職員の派遣に関する条例の一部改正）

第３条 新城市公益的法人等への職員の派遣に関する条例（平成１７年新城市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。

第６条中「。以下「給与条例」という。」を削る。

（新城市職員の分限の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第４条 新城市職員の分限の手続及び効果に関する条例（平成１７年新城市条例第

３８号）の一部を次のように改正する。

第５条に次の１項を加える。

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の規定の適

用については、同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは「法第２２条の２第

２項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲内」とする。



（新城市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第５条 新城市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１７年新城市条例第

４１号）の一部を次のように改正する。

第３条中「給料」を「の範囲で給料の額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる

職員については、新城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和

元年新城市条例第 号）第２０条第１項から第３項までに規定する報酬の額）」

に改める。

（新城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第６条 新城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年新城市条例第４４

号）の一部を次のように改正する。

第１７条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条中「非

常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）」を「地方

公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員」に改める。

（新城市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第７条 新城市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年新城市条例第４５号）の

一部を次のように改正する。

第７条第２項中「育児休業をしている職員」の次に「（地方公務員法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を除

く。）」を加える。

第８条中「育児休業をした職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」を加

える。

第２４条中「職員が」を「職員（会計年度任用職員を除く。）が」に改め、「（

非常勤職員にあっては、当該非常勤職員の勤務１時間当たりの給与額）」を削り、

同条に次の１項を加える。

２ 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、新城市会計

年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年新城市条例第 号。

以下この項において「会計年度任用職員給与条例」という。）第１７条及び第

２７条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める給与の額を減額して支給する。

⑴ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員 会計年度任用職員給



与条例第２７条に規定する勤務１時間当たりの報酬額

⑵ 地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員 会計年度任用職員給

与条例第１７条に規定する勤務１時間当たりの給与額

（新城市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正

第８条 新城市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１７年新城市条例第５１号）の一部を次のように改正する。

別表区長の項、自治振興事務所長の項、生産組合長の項、生活環境委員の項、公

民館長の項及び生涯学習推進員の項を削り、同表中

を

に改め、同表嘱託職員の項を削る。

（新城市職員の給与に関する条例の一部改正）

第９条 新城市職員の給与に関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）の一部を

次のように改正する。

第２５条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条第１項

を次のように改める。

法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の給与については、この条

例の規定にかかわらず、常勤の職員の給与との権衡、その職務の特殊性等を考慮

して、別に条例で定める。

附則に次の１項を加える。

（行政職給料表（二）の適用を受ける者の給与）

１０ 法第５７条に規定する単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に

ついては、当分の間、この条例の各相当規定の例による。

鳳来寺山自然科学博物

館

館長 月額 １８０，０００円

運営審議会委員 日額 ７，５００円

長篠城址史跡保存館 館長 月額 １８０，０００円

運営審議会委員 日額 ７，５００円

鳳来寺山自然科学博物館運営審議会委員 日額 ７，５００円

長篠城址史跡保存館運営審議会委員 日額 ７，５００円

「

「

」

」

）



（新城市職員の退職手当に関する条例の一部改正）

第１０条 新城市職員の退職手当に関する条例（平成１７年新城市条例第５８号）の

一部を次のように改正する。

第２条第２項に次のただし書を加える。

ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については、こ

の限りでない。

（新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第１１条 新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年新城市条

例第２２０号）の一部を次のように改正する。

第２６条を次のように改める。

（会計年度任用企業職員の給与）

第２６条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員として任

用される企業職員（次項において「会計年度任用企業職員」という。）の給与の

種類は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによる。

⑴ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員として任用される企業

職員 給料、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末

手当及び特殊勤務手当

⑵ 地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員として任用される企業

職員 給料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、特殊勤務手当及び退職手当

２ 会計年度任用企業職員の給与の基準については、新城市会計年度任用職員の給

与及び費用弁償に関する条例（令和元年新城市条例第 号）の規定を準用する

（新城市議会事務局条例の一部改正）

第１２条 新城市議会事務局条例（平成１７年新城市条例第２４２号）の一部を次の

ように改正する。

第２条第２項を削る。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

理 由

。



この案を提出するのは、会計年度任用職員制度の導入に伴い、関係する条例の規定

を整備するため必要があるからである。



第２３号議案

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整

備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に

関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定めるものとする

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整

備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

（新城市職員の分限の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第１条 新城市職員の分限の手続及び効果に関する条例（平成１７年新城市条例第

３８号）の一部を次のように改正する。

第５条第３項ただし書中「第１６条第２号」を「第１６条第１号」に改める。

（新城市職員の旅費に関する条例の一部改正）

第２条 新城市職員の旅費に関する条例（平成１７年新城市条例第５３号）の一部を

次のように改正する。

第３条第３項中「第１６条第２号、第４号及び第５号若しくは第２９条」を「第

１６条各号又は第２９条第１項各号」に、「場合には」を「ときは」に改める。

（新城市職員の給与に関する条例の一部改正）

第３条 新城市職員の給与に関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）の一部を

次のように改正する。

第２０条第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の

規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」を削る。

第２０条の２第２号中「（法第１６条第１号に該当して失職した職員を除く。）

を削り、同条第３号及び第４号中「禁錮」を「禁錮」に改める。
こ

第２０条の３第１項第１号及び第３項第１号中「禁錮」を「禁錮」に改める。
こ

第２１条第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の

規定により失職し」を削り、同条第２項第１号中「、若しくは失職し」を削る。

第２６条第６項中「当該各項に」を「、これらの規定に」に改め、「、若しくは

。

」



法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の規定により失職し」を削り、「当

該各項の」を「、それぞれ第２項又は第３項の規定の」に改める。

（新城市職員の退職手当に関する条例の一部改正）

第４条 新城市職員の退職手当に関する条例（平成１７年新城市条例第５８号）の一

部を次のように改正する。

第１２条第１項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）を削

る。

（新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第５条 新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年新城市条例

第２２０号）の一部を次のように改正する。

第１９条第２項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）を削

る。

（新城市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第６条 新城市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年新城市条例第４４号）の一部を次のように改正する。

第２３条第２項第２号中「第３４条の２０第１項第４号」を「第３４条の２０第

１項第３号」に改める。

附 則

この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第６条の規定は、公布

の日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図る

ための関係法律の整備に関する法律の施行による地方公務員法等の一部改正に伴い、

規定を整理するため必要があるからである。



第２４号議案

新城市職員定数条例の一部改正

新城市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市職員定数条例の一部を改正する条例

新城市職員定数条例（平成１７年新城市条例第３５号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第１号中「７０１人」を「７１９人」に改め、同号ア中「４６４人」を「

４８２人」に改め、同条第３号中「７０人」を「５２人」に改め、同条第８号中「

１４６人」を「１５５人」に改める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、消防の事務部局の職員を増加し、業務体制の充実を図る等

のため必要があるからである。



第２５号議案

新城市消防団条例の一部改正

新城市消防団条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市消防団条例の一部を改正する条例

新城市消防団条例（平成１７年新城市条例第２３３号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第１号を削り、同条第２号中「禁錮」を「禁錮」に改め、同号を同条第１号
こ

とし、同条第３号中「免職」を「懲戒免職」に改め、同号を同条第２号とする。

第６条第１項第５号中「又は第２号のいずれか」を削る。

附 則

この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、消防団員の欠格事由から成年被後見人又は被保佐人を削除

する等のため必要があるからである。



第２６号議案

新城市手数料条例の一部改正

新城市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市手数料条例の一部を改正する条例

新城市手数料条例（平成１７年新城市条例第９２号）の一部を次のように改正する。

別表第２中「１，５８０，０００円」を「１，５９０，０００円」に、「

１，９４０，０００円」を「１，９５０，０００円」に、「２，２６０，０００円」を

「２，２７０，０００円」に改める。

附 則

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴

い、規定を整理するため必要があるからである。



第２７号議案

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成１７年新城市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。

第２条第１項中「本市の」を「本市が備える」に改める。

第５条第２項第１号中「、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和４２

年政令第２９２号。以下「令」という。）第３０条の１３に規定する旧氏をいう。以

下同じ。）」を加え、「住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０

条の２６第１項」を「令第３０条の１６第１項」に改め、「又は氏名」の次に「、旧

氏」を加え、同項第２号中「氏名」の次に「、旧氏」を加え、同条第３項中「記録さ

れている」を「記載（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。）をもって調製する

住民票にあっては、記録。以下同じ。）がされている」に改める。

第６条第３号中「氏名（」の次に「氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載

がされている場合にあっては氏名及び当該旧氏、」を加え、「が記録されている」を

「の記載がされている」に、「、氏名及び」を「氏名及び当該」に改め、同条第７号

中「記録されている」を「記載がされている」に改める。

第１０条第１項第１号中「氏名（」の次に「氏に変更があった者に係る住民票に旧

氏の記載がされている場合にあっては氏名及び当該旧氏、」を加え、「が記録されて

いる」を「の記載がされている」に、「、氏名及び」を「氏名及び当該」に改め、同

項第５号中「記録されている」を「記載がされている」に改める。

第１３条第１項中「氏名、氏」の次に「（氏に変更があった者にあっては、住民票

に記載がされている旧氏を含む。）」を加える。

附 則



この条例は、令和元年１１月５日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、氏に変更のあった者の旧氏による印鑑登録を行うことがで

きるようにするため必要があるからである。



第２８号議案

新城市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正

新城市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

新城市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１７年新城市条例第１０５号）の一

部を次のように改正する。

第１５条第３項を次のように改める。

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第

１３条、第１４条第１項及び第１６条並びに令第８条、第９条及び第１２条の規定

によるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、災害弔慰金の支給等に関する法律等の一部改正に伴い、規

定を整理するため必要があるからである。



第２９号議案

新城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正

新城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例

新城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年新城市条例第４３号）の一部を次のように改正する。

第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一

部改正に伴い、放課後児童支援員の資格要件に指定都市の長が行う研修を修了した者

を加えるため必要があるからである。



第３０号議案

新城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正

新城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例

第１条 新城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年新城市条例第４５号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項中「第７３条第１項」を「附則第７３条第１項」に改める。

第３７条第１項中「小規模保育事業Ａ型をいう」の次に「。第４２条第３項第１

号において同じ」を加え、「同条」を「同省令第２７条」に改め、「小規模保育事

業Ｂ型をいう」の次に「。第４２条第３項第１号において同じ」を加える。

第４０条第２項中「第７３条第１項」を「附則第７３条第１項」に改める。

第４２条第１項中「この項」の次に「から第５項まで」を加え、同項第２号中「い

う」の次に「。以下この条において同じ」を加え、同条中第４項を第９項とし、同

項の前に次の１項を加える。

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２項第

２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第５条

において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第１項の

規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。

第４２条第３項中「を行う者であって、第３７条第２項の規定により定める利用

定員が２０人以上のもの」を「（第３７条第２項の規定により定める利用定員が

２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」という。）

を行う者」に、「第１項本文」を「第１項」に改め、同項を同条第７項とし、同条

第２項中「あっては」の次に「、第１項の規定にかかわらず」を加え、同項を同条

第６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。



２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たす

と認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。

⑴ 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者と

の間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。

⑵ 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障

が生じないようにするための措置が講じられていること。

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者として適切に確保しなければならない。

⑴ 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次

号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保

育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事

業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」とい

う。）

⑵ 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して

小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととす

ることができる。

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に

規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）

であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者として適切に確保しなければならない。

⑴ 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設（児

童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。）

⑵ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項に規

定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号に規定す

る保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共

団体の補助を受けているもの



附則第５条中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育事

業者を除く。）」を加え、「５年」を「１０年」に改める。

第２条 新城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を次のように改正する。

第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第１０号中

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第１１号中「支

給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条中第２４号を第２９

号とし、第１８号から第２３号までを５号ずつ繰り下げ、同条第１７号中「、第

１３条、第１４条並びに第１９条」及び「並びに第４３条」を削り、「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同号を同条第２２号とし、同条第

１４号から第１６号までを５号ずつ繰り下げ、同条第１３号中「支給認定」を「教

育・保育給付認定」に改め、同号を同条第１８号とし、同条中第１２号を第１７号

とし、第１１号の次に次の５号を加える。

⑿ 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令（平成

２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第１項に規定する満３歳

以上教育・保育給付認定子どもをいう。

⒀ 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する特定満３

歳以上保育認定子どもをいう。

⒁ 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定

子どもをいう。

⒂ 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税所得

割合算額をいう。

⒃ 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に規定する負担額算定基準子ども

をいう。

第３条第１項中「かつ適切な」を「かつ適切であり、かつ、子どもの保護者の経

済的負担の軽減について適切に配慮された」に改める。

第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利用

者負担」を「第１３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。

第６条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同

条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第３



項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「支給認定に」を「教

育・保育給付認定に」に改め、同条第４項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改め、同条第５項中「支給認定こども」を「教育・保育給付認定

子ども」に改める。

第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。

第８条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「に規定する

通知」を「の規定による通知」に、「支給認定の有無、支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子ども」に、「支給認定の有効期間」を

「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。

第９条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第１項中

「支給認定を」を「教育・保育給付認定を」に、「支給認定の」を「当該」に改め、

同条第２項中「支給認定の」を「教育・保育給付認定の」に、「支給認定保護者」

を「教育・保育給付認定保護者」に改める。

第１０条及び第１１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改める。

第１３条第１項及び第２項を次のように改める。

特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、教育・保育給付認定

保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）

から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（満３歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者についての法第２７条第３項第２号に掲げる額をいう。）

の支払を受けるものとする。

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認定

保護者から、当該特定教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第２７条

第３項第１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとす

る。

第１３条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第４項各号列記以外の部分中「の各号」を削り、「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者」に改め、同項第３号を次のように改める。

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、その



教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯

に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ(ア)又は(イ)に定める金

額未満であるものに対する副食の提供

(ア) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども ７７，１０１円

(イ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ(イ)におい

て同じ。） ５７，７００円（令第４条第２項第６号に規定する特定教育・

保育給付認定保護者にあっては、７７，１０１円）

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、負担

額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校

の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍す

る子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合

にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当するものに対する副食の提供（アに該

当するものを除く。）

(ア) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子

ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者

(イ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番

目の年長者である者を除く。）である者

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供

第１３条第４項第５号、第５項及び第６項中「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者」に改める。

第１４条第１項中「いい、法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。

以下この項及び第１９条において」を「いう。以下」に、「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保

育給付認定保護者」に改める。

第１６条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。

第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支給



認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保

育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。

第１８条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「の保護者」

を「に係る教育・保育給付認定保護者」に改める。

第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者」に改める。

第２０条中「の各号」を削り、同条第５号中「支給認定保護者から受領する利用

者負担その他の」を「第１３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を

受ける」に改める。

第２１条第１項及び第２項ただし書並びに第２４条（見出しを含む。）から第

２６条までの規定中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。

第２７条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「の

保護者」を「に係る教育・保育給付認定保護者」に改める。

第２８条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。

第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付認

定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教育・保

育給付認定子どもの」に、「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども等」

に改め、同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子

ども等」に改める。

第３２条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改める。

第３４条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

「の各号」を削り、同項第２号中「に規定する提供した特定教育・保育に係る必要

な事項」を「の規定による特定教育・保育の提供」に改め、同項第３号中「に規定

する」を「の規定による」に改める。

第３５条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「含む」を「、施設型給付費には特例施設型給付費（法第

２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞ



れ含む」に、「本章」を「前節」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定

子ども」に、「とする」を「と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、

同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする」に改める。

第３６条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「含む」を「、施設型給付費には特例施設型給付費を、それ

ぞれ含む」に、「本章」を「前節」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認

定子ども」に、「同項第１号」を「同号又は同項第２号」に、「第１３条第４項第

３号中「除き、同項第２号に掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供に係

る費用に限る。）」とあるのは「除く。）」を「第１３条第２項中「法第２７条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を

含む。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」に改める。

第３７条第１項中「のうち、家庭的保育事業にあってはその」を「（事業所内保

育事業を除く。）の」に、「）の数を」を「）の数は、家庭的保育事業にあっては」

に、「にあってはその利用定員の数を」を「にあっては」に、「附則第４条」を「附

則第３条」に改める。

第３８条第１項中「利用者負担」を「第４３条の規定により支払を受ける費用に

関する事項」に改める。

第３９条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満

３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章にお

いて同じ。）」に、「支給認定に」を「教育・保育給付認定に」に、「支給認定子

どもが」を「満３歳未満保育認定子どもが」に改め、同条第３項中「支給認定保護

者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４項中「支給認定子ども」を



「満３歳未満保育認定子ども」に改める。

第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。

第４１条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。

第４２条第１項第１号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に

改め、同項第３号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「に

係る支給認定保護者」を「に係る教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第８項

中「附則第５条」を「附則第４条」に改め、同条第９項中「支給認定子ども」を「満

３歳未満保育認定子ども」に改める。

第４３条第１項及び第２項を次のように改める。

特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供した際は、教育・保育給付認

定保護者から当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第２９条第３項第２号

に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認

定保護者から当該特定地域型保育に係る特定地域型保育費用基準額（法第２９条

第３項第１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとす

る。

第４３条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第４項各号列記以外の部分中「の各号」を削り、「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者」に改め、同項第４号中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改め、同条第５項及び第６項中「支給認定保護者」を「教育・保

育給付認定保護者」に改める。

第４６条中「規程」の次に「（第５０条において準用する第２３条において「運

営規程」という。）」を加え、同条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者

負担その他の」を「第４３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受

ける」に改める。

第４７条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認

定子ども」に改める。

第４９条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、

「の各号」を削り、同項第２号中「に規定する提供した特定地域型保育に係る必要



な事項」を「の規定による特定地域型保育の提供」に改め、同項第３号中「に規定

する」を「の規定による」に改める。

第５０条を次のように改める。

（準用）

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条

から第１９条まで及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地域型保育事業

者、特定地域型保育事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合にお

いて、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。以下この節において同じ。）について」と、第１２条の見出し中

「特定教育・保育」とあるのは「特定地域型保育」と、第１４条の見出し中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中「施設型給付費

（法第２７条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下」とあるのは「地域型

保育給付費（法第２９条第１項に規定する地域型保育給付費をいう。以下この項

及び第１９条において」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費

の」と、同条第２項中「特定教育・保育を提供したことを証する書類」とあるの

は「特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施設型給付費」とあるのは「地

域型保育給付費」と読み替えるものとする。

第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同条第２項中「支給認定子ども及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に、「同

項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳未満

保育認定子ども」に、「支給認定子どもを」を「教育・保育給付認定子どもを」に

改め、同条第３項中「含む」を「、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法

第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、

それぞれ含む」に、「本章（第３９条第２項及び第４０条第２項を除く」を「この

章（第４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第１４条まで（第

１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第

３３条までを含む。次条第３項において同じ」に改め、同項に後段として次のよう

に加える。

この場合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項



第３号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９

条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」とある

のは「同号又は同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合

にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、

「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、

当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とある

のは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前

項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあ

るのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるも

のを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」

とする。

第５２条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「含む」を「、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含む」に、「本章」を「この章」に改め、同項に後段として次のよう

に加える。

この場合において、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるの

は「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０



条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条

第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域

型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上

保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもを

いう。）に係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する

費用」とする。

附則第２条第１項中「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施

設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「額とし」とあるのは「額

をいい」と、「定める額とする。）をいう。）」とあるのは「定める額をいう」を

「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６条第１項

に規定する特定保育所をいう。次項において同じ。）から特定教育・保育（保育に

限る。第１９条において同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ」に、

「（法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「（法附則第６条第３項の規

定により読み替えられた法第２８条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」を「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定教

育・保育（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。）」に改

める。

附則第３条を削り、附則第４条を附則第３条とし、附則第５条を附則第４条とす

る。

附 則

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和元年１０月１日から

施行する。

理 由

この案を提出するのは、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準の一部改正に伴い、特定地域型保育事業者による連携施設の確保の例外に係る

基準を定める等のため必要があるからである。



第３１号議案

新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例の一部

改正

新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例の一部

を改正する条例

新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例（平成２７

年新城市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

新城市教育・保育給付認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する

条例

第１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。

第３条第２項各号列記以外の部分中「支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同

一の世帯に属する者が要保護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第

２１３号。以下「令」という。）第４条第４項に規定する要保護者等をいう。以下同じ。）

に該当する場合における当該支給認定保護者に係る支給認定子ども」を「特定教育・

保育給付認定保護者（令第４条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護

者をいう。以下同じ。）に係る満３歳未満保育認定子ども」に、「支給認定子どもの」

を「満３歳未満保育認定子どもの」に改め、同項第１号中「支給認定保護者」を「特

定教育・保育給付認定保護者」に改め、「Ｂ１階層又は」及び「のいずれか」を削り、

「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号を削り、同

項第３号中「支給認定保護者」を「特定教育・保育給付認定保護者」に、「満３歳未満

の支給認定子ども及び満３歳以上の支給認定子どもであって、満３歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にあるもの（第６条第１項において「満３歳未満支給認

定子ども等」という。）」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同号を同項第２号

とし、同項を同条第３項とし、同条第１項中「利用者負担額は、支給認定子ども」を



「教育・保育給付認定子どものうち、満３歳未満保育認定子ども（令第４条第２項に

規定する満３歳未満保育認定子どもをいう。以下同じ。）の教育又は保育に係る利用者

負担額は、満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１

項として次の１項を加える。

教育・保育給付認定子どものうち、満３歳以上教育・保育給付認定子ども（子ど

も・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条

第１項に規定する満３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。）の教育又は保育に

係る利用者負担額は、０円とする。

第４条の見出し中「支給認定子ども等」を「負担額算定基準子ども」に改め、同条

第１項各号列記以外の部分中「前条の」を「前条第２項及び第３項の」に、「第１４条」

を「第１３条第２項」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支

給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「前条第１項の規定により算出し

た額に０．５を乗じて得た」を「当該各号に定める」に改め、同項各号を次のように

改める。

⑴ 負担額算定基準子どものうち２番目の年長者である満３歳未満保育認定子ども

前条第２項又は第３項第２号の規定により算出した額に０．５を乗じて得た額

⑵ 負担額算定基準子どものうち最年長者及び２番目の年長者を除く満三歳未満保

育認定子ども ０円

第４条第２項を削り、同条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保

護者」に、「前条第２項」を「前条第３項」に、「支給認定子ども」を「満３歳未満保

育認定子ども」に、「第１項」を「前項」に改め、同項を同条第２項とする。

第５条第１項各号列記以外の部分中「第３条」を「第３条第２項及び第３項並びに

前条第１項」に、「第１４条の２第１項」を「第１４条」に、「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に

改め、「Ｂ１階層又は」及び「のいずれか」を削り、同項第１号中「支給認定保護者に

係る」を削り、「もの」を「者」に、「最年長の支給認定子ども」を「負担額算定基準

子どものうち最年長者である満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号中「支

給認定保護者に係る」を削り、「最年長の支給認定子どもの次に最年長の支給認定子ど

も」を「負担額算定基準子どものうち２番目の年長者である満３歳未満保育認定子ど

も」に改め、同項に次の３号を加える。



⑶ 特定被監護者等のうちに小学校就学前子ども以外の者が２人以上いる場合にお

ける負担額算定基準子どものうち最年長者である満３歳未満保育認定子ども

⑷ 特定被監護者等のうちに小学校就学前子ども以外の者がいる場合における負担

額算定基準子どものうち２番目の年長者である満３歳未満保育認定子ども

⑸ 負担額算定基準子どものうち最年長者及び２番目の年長者を除く満３歳未満保

育認定子ども

第５条第２項各号列記以外の部分中「第３条の」を「第３条第２項及び第３項並び

に前条第１項の」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給

認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「第３条第１項の規定により算出し

た額に０．５を乗じて得た」を「当該各号に定める」に改め、同項各号を次のように

改める。

⑴ 前項第１号又は第２号に掲げる満３歳未満保育認定子ども 当該満３歳未満保

育認定子どもに関して第３条第２項又は第３項第２号の規定により算出した額に

０．５を乗じて得た額（特定教育・保育給付認定保護者に係る満３歳未満保育認

定子どもにあっては、０円）

⑵ 前項第３号から第５号までに掲げる満３歳未満保育認定子ども ０円

第５条第３項から第５項までを削る。

第６条の見出し中「出生順位第３位以降の支給認定子どもが満３歳未満」を「教育・

保育給付認定保護者に係る満３歳未満保育認定子どもが出生順位第３位以降」に改め、

同条第１項各号列記以外の部分中「第３条」を「第３条第２項及び第３項」に、「支給

認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「満３歳未満支給認定子ども等」を

「満３歳未満保育認定子ども」に、「支給認定子どもに」を「満３歳未満保育認定子ど

もに」に、「支給認定子どもの」を「満３歳未満保育認定子どもの」に改め、同項第１

号中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「Ｂ１階層」を「Ｂ２階

層」に、「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号中「支

給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「Ｈ２階層」を「Ｈ階層」に、「支

給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「第３条第１項」を「第３条第２

項又は第３項第２号」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定保護者」に、「第３条第２項」を「第３条第３項」に改め、「若しくは第２項」を

削り、「前条第１項から第４項まで」を「前条」に、「支給認定子ども」を「満３歳未



満保育認定子ども」に改める。

別表第１及び別表第２を次のように改める。

別表第１（第３条関係）

階層

区分
定義

平日

（月額）

土曜日又は日曜日

（月額）

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による被保護世帯（単給

世帯を含む。）、中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）による支援給付受給世

帯及び教育・保育給付認定保護者が

児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の４に規定する里

親である世帯

０円 ０円

Ｂ１ Ａ階層を除き、教育・保育給付認定

保護者及び当該教育・保育給付認定

保護者と同一の世帯に属する者が当

該年度分の市町村民税に係る市町村

民税世帯非課税者（令第４条第２項

第８号イに規定する市町村民税世帯

非課税者をいう。）である世帯

０円 ０円

Ｂ２ Ａ階層及びＢ１階層を除き、当該年

度分の市町村民税の課税世帯であっ

て、その市町村民税の額が均等割

（地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２９２条第１項第１号

に規定する均等割をいう。）の額のみ

４，５００円 １，２００円



備考

１ この表に定める額は、１月に行う教育又は保育の日数を２５日として算出

の世帯（所得割課税額（同項第２号

に規定する所得割の額をいう。以下

同じ。）のない世帯）

Ｃ１ Ａ階層から

Ｂ２階層ま

でを除き、

当該年度分

の市町村民

税の所得割

課税世帯で

あって、そ

の所得割課

税の年額区

分が次の額

である世帯

４２，７００円未満 ７，８００円 ２，１００円

Ｃ２ ４２，７００円以上

４８，６００円未満

１０，７００円 ２，８００円

Ｄ１ ４８，６００円以上

５８，６００円未満

１０，７００円 ２，８００円

Ｄ２ ５８，６００円以上

６６，９００円未満

１４，３００円 ２，９００円

Ｄ３ ６６，９００円以上

７７，２００円未満

１６，９００円 ３，１００円

Ｅ ７７，２００円以上

９７，０００円未満

１６，９００円 ３，１００円

Ｆ１ ９７，０００円以上

１１７，６００円未満

２０，４００円 ３，４００円

Ｆ２ １１７，６００円以上

１３２，３００円未満

２４，９００円 ３，６００円

Ｆ３ １３２，３００円以上

１６９，０００円未満

２５，５００円 ４，１００円

Ｇ １６９，０００円以上

２６４，１００円未満

２６，８００円 ４，９００円

Ｈ ２６４，１００円以上

３０１，０００円未満

２８，１００円 ５，３００円

Ｉ ３０１，０００円以上

３９７，０００円未満

２８，１００円 ５，３００円

Ｊ ３９７，０００円以上 ２８，１００円 ５，３００円



した額であり、月の途中から教育又は保育を行う等によりその月の教育又は

保育を行う日数が２５日に満たない場合の満３歳未満保育認定子どもに係

るその月分の利用者負担額については、この表に定める額を日割により計算

した額とする。

２ 所得割課税額の計算は、満３歳未満保育認定子どもと同一世帯に属して生

計を一にしている父母及びそれ以外の扶養義務者（その者が家計の主宰者で

ある場合に限る。）の全てについて、それらの者の課税額の合計額により行う

ものとする。

３ ４月分から８月分までの月分の利用者負担額の決定に係る所得割課税額

の計算は、この表中「当該年度分」とあるのは「前年度分」と読み替えて行

うものとする。

４ 所得割課税額を計算する場合には、地方税法第３１４条の７、第３１４条

の８、第３１４条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第６項、附

則第５条の４の２第５項、附則第５条の５第２項、附則第７条の２第４項及

び第５項、附則第７条の３第２項並びに附則第４５条の規定は適用しないも

のとし、同法第３２３条の規定による市町村民税の減免がある場合又は子ど

も・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２１条の２第

２項の規定による控除がある場合には、それらの額を控除して得た額を所得

割課税額とする。

別表第２（第３条関係）

世帯区分
平日

（月額）

土曜日又は日曜日

（月額）

別表第１に定める階層区分のＡ階層又

はＢ１階層に該当する世帯

０円 ０円

別表第１に定める階層区分のＢ２階層

に該当する世帯

４００円 １００円

別表第１に定める階層区分のＣ１階層

に該当する世帯

７００円 ２００円

別表第１に定める階層区分のＣ２階層 １，０００円 ２００円



備考 この表に定める額は、午前８時３０分から午後３時までの時間以外の時間

において、１日につき１時間までの教育又は保育を１月を単位として行う場

合の利用者負担額であり、１日につき１時間を超えて教育又は保育を行う場

合の利用者負担額の月額は、この表に定める額に１日につき行う教育又は保

育の時間数（１時間未満の端数がある場合は、１時間とする。）を乗じて得た

額とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例

の規定は、令和元年１０月以後の月分の利用者負担額について適用し、同月前の月

分の利用者負担額については、なお従前の例による。

（新城市保育所の設置及び管理に関する条例の一部改正）

３ 新城市保育所の設置及び管理に関する条例（平成１７年新城市条例第１０９号）

の一部を次のように改正する。

第７条第１項中「新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関

又はＤ１階層に該当する世帯

別表第１に定める階層区分のＤ２階層

に該当する世帯

１，４００円 ２００円

別表第１に定める階層区分のＤ３階層

又はＥ階層に該当する世帯

１，６００円 ３００円

別表第１に定める階層区分のＦ１階層

に該当する世帯

２，０００円 ３００円

別表第１に定める階層区分のＦ２階層

に該当する世帯

２，４００円 ３００円

別表第１に定める階層区分のＦ３階層

又はＧ階層に該当する世帯

２，５００円 ４００円

別表第１に定める階層区分のＨ階層、

Ｉ階層又はＪ階層に該当する世帯

２，６００円 ５００円



する条例」を「新城市教育・保育給付認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担

額に関する条例」に改める。

理 由

この案を提出するのは、子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、満３歳以上教育・

保育給付認定子どもの教育又は保育に係る利用者負担を無償とする等のため必要があ

るからである。



第３２号議案

新城休日診療所の設置及び管理に関する条例及び新城市夜間診療所の設置及び

管理に関する条例の一部改正

新城休日診療所の設置及び管理に関する条例及び新城市夜間診療所の設置及び管理

に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城休日診療所の設置及び管理に関する条例及び新城市夜間診療所の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例

（新城休日診療所の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第１条 新城休日診療所の設置及び管理に関する条例（平成１７年新城市条例第

１３５号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項第３号中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。

別表診断書の項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改め、同表証明書の項

中「５４０円」を「５５０円」に改める。

（新城市夜間診療所の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第２条 新城市夜間診療所の設置及び管理に関する条例（平成１９年新城市条例第

３７号）の一部を次のように改正する。

第５条中「３，２４０円」を「３，３００円」に改める。

附 則

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、診断書の交付

手数料等の額を改定するため必要があるからである。



第３３号議案

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年新城市条例第５７号）の一部

を次のように改正する。

別表夜間看護等手当の項中「看護に」を「看護業務に」に改め、「従事した医療職

給料表（三）」の次に「の適用を受ける職員又は看護業務の補助業務に従事した行政

職給料表（二）」を加える。

附 則

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、看護助手に夜間看護等手当を支給するため必要があるから

である。



第３４号議案

新城市つげの活性化ヴィレッジの設置及び管理に関する条例の廃止

新城市つげの活性化ヴィレッジの設置及び管理に関する条例を廃止する条例を次の

ように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市つげの活性化ヴィレッジの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

新城市つげの活性化ヴィレッジの設置及び管理に関する条例（平成２７年新城市条

例第４４号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に同日以後の新城市つげの活性化ヴィレッジの使用の許可

を受けた者の当該許可に係る使用については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、新城市つげの活性化ヴィレッジを廃止するため必要がある

からである。



第３５号議案

新城市学童農園山びこの丘の設置及び管理に関する条例等の一部改正

新城市学童農園山びこの丘の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例を

次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市学童農園山びこの丘の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条

例

（新城市学童農園山びこの丘の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第１条 新城市学童農園山びこの丘の設置及び管理に関する条例（平成１７年新城市

条例第１４８号）の一部を次のように改正する。

別表の１の項中「１，０８０」を「１，１００」に、「３，７００」を「

３，７７０」に、「３，２４０」を「３，３００」に、「３，７８０」を「

３，８５０」に改め、同表の２の項中「５４０」を「５５０」に、「１，９００」

を「１，９３０」に改め、同表の３の項中「５４０」を「５５０」に、「

１，９００」を「１，９３０」に、「１，６２０」を「１，６５０」に改め、同表

の４の項中「１，６４０」を「１，６７０」に、「２，６７０」を「２，７２０」

に改め、同表の５の項中「５，２４０」を「５，３４０」に、「４，２１０」を「

４，２９０」に、「３，１８０」を「３，２４０」に、「６，２７０」を「

６，３９０」に改め、同表の６の項中「２，６７０」を「２，７２０」に、「

１，６４０」を「１，６７０」に、「１，０３０」を「１，０５０」に改め、同表

の７の項中「２３，１４０」を「２３，５７０」に、「１３，３７０」を「

１３，６１０」に改め、同表の８の項中「１，０８０」を「１，１００」に、「

２，３７０」を「２，４２０」に改め、同表の９の項中「１００」を「１１０」に、

「２１０」を「２２０」に、「１６０」を「１７０」に改め、同表の１０の項中「

１，６４０」を「１，６７０」に、「８２０」を「８３０」に改め、同表の１１の

項から１３の項までの規定中「１，０８０」を「１，１００」に、「２１０」を「

２２０」に、「２，１６０」を「２，２００」に改める。

（新城市鳳来ゆ～ゆ～ありいなの設置及び管理に関する条例の一部改正）



第２条 新城市鳳来ゆ～ゆ～ありいなの設置及び管理に関する条例（平成１７年新城

市条例第１６６号）の一部を次のように改正する。

別表スポーツ施設の項中「５１０円」を「５３０円」に、「２５０円」を「

２６０円」に、「１００円」を「１１０円」に、「４１０円」を「４２０円」に、

「２００円」を「２１０円」に改め、同表浴場の項中「６１０円」を「６２０円」

に、「３００円」を「３１０円」に、「４５０円」を「４７０円」に、「２５０円」

を「２６０円」に改め、同表全館の項中「１，１２０円」を「１，１５０円」に、

「５５０円」を「５７０円」に、「２５０円」を「２６０円」に、「８６０円」を

「８９０円」に、「４５０円」を「４７０円」に改め、同表回数券の項中「

５，１００円」を「５，３００円」に、「２，５００円」を「２，６００円」に、

「１，０００円」を「１，１００円」に、「６，１００円」を「６，２００円」に、

「３，０００円」を「３，１００円」に改め、同表年会員券の項中「２０，５７０

円」を「２０，９５０円」に、「８２，２８０円」を「８３，８００円」に、「

２５，７１０円」を「２６，１８０円」に、「１０２，８４０円」を「

１０４，７２０円」に改める。

（新城市名号温泉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第３条 新城市名号温泉施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年新城市条例第

１６８号）の一部を次のように改正する。

別表中「７１０円」を「７２０円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の新城市学童農園山びこの丘の設置及び管理に関する

条例別表の規定は、この条例の施行の日以後に新城市山びこの丘（以下「山びこの

丘」という。）の利用の許可を受けた者に係る使用料について適用し、同日前に山

びこの丘の利用の許可を受けた者に係る使用料については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、指定管理者に



利用料金を収受させている公の施設の利用料金の上限額となる使用料の額を改定する

ため必要があるからである。



第３６号議案

新城市公共用物の管理に関する条例等の一部改正

新城市公共用物の管理に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定めるも

のとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市公共用物の管理に関する条例等の一部を改正する条例

（新城市公共用物の管理に関する条例の一部改正）

第１条 新城市公共用物の管理に関する条例（平成１７年新城市条例第６４号）の一

部を次のように改正する。

第７条各号中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。

（新城市道路占用料条例の一部改正）

第２条 新城市道路占用料条例（平成１７年新城市条例第１７７号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第２項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。

（新城市河川占用料条例の一部改正）

第３条 新城市河川占用料条例（平成１７年新城市条例第１７８号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第１項各号中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。

附 則

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、公共用物の使

用料等の額を改定するため必要があるからである。



第３７号議案

新城市水道事業給水条例等の一部改正

新城市水道事業給水条例等の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市水道事業給水条例等の一部を改正する条例

（新城市水道事業給水条例の一部改正）

第１条 新城市水道事業給水条例（平成１７年新城市条例第２２１号）の一部を次の

ように改正する。

第８条第２項の表中「６８，０４０円」を「６９，３００円」に、「

１７２，８００円」を「１７６，０００円」に、「２８０，８００円」を「

２８６，０００円」に、「８８０，２００円」を「８９６，５００円」に、「

１，３０６，８００円」を「１，３３１，０００円」に、「３，２５６，２００円」

を 「 ３ ， ３ １６ ， ５ ０ ０ 円」 に 、 「 ５ ， ５４ ０ ， ４ ０ ０円 」 を 「

５，６４３，０００円」に改め、同表１５０ミリメートルの項を削る。

第１０条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。

第２３条の表メーター口径別基本料金の項中「７９９．２０円」を「

８１４．００円」に、「１，７２８．００円」を「１，７６０．００円」に、「

２，８０８．００円」を「２，８６０．００円」に、「３，２４０．００円」を「

３，３００．００円」に、「１０，８００．００円」を「１１，０００．００円」

に、「１９，４４０．００円」を「１９，８００．００円」に、「

４０，３９２．００円」を「４１，１４０．００円」に、「８６，４００．００円

」を「８８，０００．００円」に改め、同表使用水量別料金（一般用）の項中「

７０．２０円」を「７１．５０円」に、「１０８．００円」を「１１０．００円」

に、「１６２．００円」を「１６５．００円」に、「２０５．２０円」を「

２０９．００円」に、「２３７．６０円」を「２４２．００円」に、「

２７０．００円」を「２７５．００円」に改め、同表使用水量別料金（臨時用）の

項中「３７８．００円」を「３８５．００円」に改める。

（新城市工業用水道事業給水条例の一部改正）



第２条 新城市工業用水道事業給水条例（平成１７年新城市条例第２２３号）の一部

を次のように改正する。

第１２条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。

第２２条第１号中「３８．８８円」を「３９．６円」に改め、同条第２号及び第

３号中「７７．７６円」を「７９．２円」に改める。

（新城市下水道条例の一部改正）

第３条 新城市下水道条例（平成１７年新城市条例第２２６号）の一部を次のように

改正する。

別表基本使用料の項中「５９４．００円」を「６０５．００円」に改め、同表排

出量別使用料の項中「７０．２０円」を「７１．５０円」に、「１２９．６０円」

を「１３２．００円」に、「１５１．２０円」を「１５４．００円」に、「

１８３．６０円」を「１８７．００円」に、「２０５．２０円」を「２０９．００

円」に、「２２６．８０円」を「２３１．００円」に、「２５９．２０円」を「

２６４．００円」に改める。

（新城市地域下水道の管理に関する条例の一部改正）

第４条 新城市地域下水道の管理に関する条例（平成１７年新城市条例第２２９号）

の一部を次のように改正する。

別表基本使用料の項中「９７２．００円」を「９９０．００円」に改め、同表排

出量別使用料の項中「３２４．００円」を「３３０．００円」に、「１２９．６０円」

を「１３２．００円」に、「１５１．２０円」を「１５４．００円」に、「

１８３．６０円」を「１８７．００円」に、「２０５．２０円」を「２０９．００円」

に、「２２６．８０円」を「２３１．００円」に、「２５９．２０円」を「

２６４．００円」に改める。

（新城市農業集落排水施設の管理に関する条例の一部改正）

第５条 新城市農業集落排水施設の管理に関する条例（平成１７年新城市条例第

２３０号）の一部を次のように改正する。

別表第１基本使用料の項中「２，４８４．００円」を「２，５３０．００円」に

改め、同表世帯員数別使用料（一般家庭）の項中「６１５．６０円」を「

６２７．００円」に改め、同表排出量別使用料（一般家庭以外のもの）の項中「

７５．６０円」を「７７．００円」に、「９７．２０円」を「９９．００円」に、「



１０８．００円」を「１１０．００円」に、「１２９．６０円」を「１３２．００円」

に、「１５１．２０円」を「１５４．００円」に、「１８３．６０円」を「

１８７．００円」に改める。

（新城市水道事業給水条例の一部を改正する条例の一部改正）

第６条 新城市水道事業給水条例の一部を改正する条例（平成２８年新城市条例第

６７号）の一部を次のように改正する。

附則別表第１継続使用者に係る水道料金表メーター口径別基本料金の項中「

１，６８６円」を「１，７１８円」に、「１，７５８円」を「１，７９０円」に、「

１，７８９円」を「１，８２２円」に、「１，８６１円」を「１，８９６円」に、「

１，９０２円」を「１，９３８円」に、「２，９２１円」を「２，９７５円」に、「

３，２５０円」を「３，３１１円」に、「３，７８５円」を「３，８５５円」に改め、

同表超過料金の項中「２１６円」を「２２０円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。

（新城市水道事業給水条例の一部改正に伴う経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の新城市水道事業給水条例（次項及び附則第４項にお

いて「新条例」という。）第８条第２項の規定は、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）以後の給水装置の新設又は増径の工事（以下この項及び次項にお

いて「給水装置工事」という。）の施工の申込みに係る加入金について適用し、施

行日前の給水装置工事の施工の申込みに係る加入金については、なお従前の例によ

る。

３ 新条例第１０条第１項の規定は、施行日以後に施工する給水装置工事の工事費に

ついて適用し、施行日前に施工する給水装置工事の工事費については、なお従前の

例による。

４ 新条例第２３条の規定は、令和元年１１月期分として徴収する水道料金から適用

し、同年１０月期分までの水道料金については、なお従前の例による。

（新城市工業用水道事業給水条例の一部改正に伴う経過措置）

５ 第２条の規定による改正後の新城市工業用水道事業給水条例第１２条第１項の規

定は、施行日以後に新設する配水管に係る費用について適用し、施行日前に新設す



る配水管に係る費用については、なお従前の例による。

（新城市下水道条例の一部改正に伴う経過措置）

６ 第３条の規定による改正後の新城市下水道条例別表の規定は、令和元年１１月期

分として徴収する使用料から適用し、同年１０月期分までの使用料については、な

お従前の例による。

（新城市地域下水道の管理に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

７ 第４条の規定による改正後の新城市地域下水道の管理に関する条例別表の規定は、

令和元年１１月期分として徴収する使用料から適用し、同年１０月期分までの使用

料については、なお従前の例による。

（新城市農業集落排水施設の管理に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

８ 第５条の規定による改正後の新城市農業集落排水施設の管理に関する条例別表第

１の規定は、令和元年１１月期分として徴収する使用料から適用し、同年１０月期

分までの使用料については、なお従前の例による。

（新城市水道事業給水条例の一部を改正する条例の一部改正に伴う経過措置）

９ 第６条の規定による改正後の新城市水道事業給水条例の一部を改正する条例附則

別表第１の規定は、令和元年１１月期分として徴収する水道料金から適用し、同年

１０月期分までの水道料金については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、水道料金等の

額を改定するため必要があるからである。



第３８号議案

新城市水道事業給水条例の一部改正

新城市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市水道事業給水条例の一部を改正する条例

新城市水道事業給水条例（平成１７年新城市条例第２２１号）の一部を次のように

改正する。

第７条第１項中「管理者が」を「管理者により」に、「した者（」を「受けた者（法

第２５条の３の２第１項の指定の更新を受けた者を含む。」に改める。

第２３条の表使用水量別料金（一般用）の項中「７１．５０円」を「８２．５０円」

に、「１１０．００円」を「１３２．００円」に、「１６５．００円」を「

１８７．００円」に、「２０９．００円」を「２３１．００円」に、「２４２．００円」

を「２６４．００円」に、「２７５．００円」を「２９７．００円」に改め、同表使用

水量別料金（臨時用）の項中「３８５．００円」を「４０７．００円」に改める。

第２８条中第５号を第６号とし、第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ、第１

号の次に次の１号を加える。

⑵ 第７条第１項の指定の更新をするとき。 １件につき ７，０００円

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第７条第１項及び第２８

条の改正規定は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の第２３条の規定は、令和２年５月期分として徴収する水

道料金から適用し、同年４月期分までの水道料金については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、水道事業の安定的な経営を図るに当たり、水道料金の額を

改定する等のため必要があるからである。



第３９号議案

新城市下水道条例等の一部改正

新城市下水道条例等の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和元年９月２日提出

新城市長 穂 積 亮 次

新城市下水道条例等の一部を改正する条例

（新城市下水道条例の一部改正）

第１条 新城市下水道条例（平成１７年新城市条例第２２６号）の一部を次のように

改正する。

別表排出量別使用料の項中「７１．５０円」を「８２．５０円」に、「

１３２．００円」を「１４３．００円」に、「１５４．００円」を「１６５．００

円」に、「１８７．００円」を「２０３．５０円」に、「２０９．００円」を「

２２５．５０円」に、「２３１．００円」を「２５３．００円」に、「

２６４．００円」を「２８６．００円」に改める。

（新城市地域下水道の管理に関する条例の一部改正）

第２条 新城市地域下水道の管理に関する条例（平成１７年新城市条例第２２９号）

の一部を次のように改正する。

別表排出量別使用料の項中「３３０．００円」を「４４０．００円」に、「

１３２．００円」を「１４３．００円」に、「１５４．００円」を「１６５．００

円」に、「１８７．００円」を「２０３．５０円」に、「２０９．００円」を「

２２５．５０円」に、「２３１．００円」を「２５３．００円」に、「

２６４．００円」を「２８６．００円」に改める。

（新城市農業集落排水施設の管理に関する条例の一部改正）

第３条 新城市農業集落排水施設の管理に関する条例（平成１７年新城市条例第

２３０号）の一部を次のように改正する。

別表第１世帯員数別使用料（一般家庭）の項中「６２７．００円」を「

６３８．００円」に改め、同表排出量別使用料（一般家庭以外のもの）の項中「

７７．００円」を「８８．００円」に、「９９．００円」を「１１０．００円」に、

「１１０．００円」を「１２１．００円」に、「１３２．００円」を「



１４８．５０円」に、「１５４．００円」を「１７０．５０円」に、「

１８７．００円」を「２０９．００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（新城市下水道条例の一部改正に伴う経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の新城市下水道条例別表の規定は、令和２年５月期分

として徴収する使用料から適用し、同年４月期分までの使用料については、なお従

前の例による。

（新城市地域下水道の管理に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

３ 第２条の規定による改正後の新城市地域下水道の管理に関する条例別表の規定は、

令和２年５月期分として徴収する使用料から適用し、同年４月期分までの使用料に

ついては、なお従前の例による。

（新城市農業集落排水施設の管理に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

４ 第３条の規定による改正後の新城市農業集落排水施設の管理に関する条例別表第

１の規定は、令和２年５月期分として徴収する使用料から適用し、同年４月期分ま

での使用料については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、下水道事業の安定的な経営を図るに当たり、下水道使用料

等の額を改定するため必要があるからである。


